
 

 

○名張市自治基本条例 

平成17年６月27日条例第13号 

名張市自治基本条例 
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附則 

わたしたちのまちの自治は、主権者である市民が自らの責任に基づいて決定し、主体的に行動することに

より進めなければなりません。また、自治体としての名張市には、市民の信託にこたえ、現在及び将来の市民

が安心して暮らすことのできる、豊かな地域社会を市民と協働して実現していく責務があります。 

このためには、自治の主体である市民、市議会及び市の果たすべき役割や責務、市政運営の原則など、自

治体としての基本的な枠組みを明らかにするとともに、市政への市民参画や協働の仕組みを定めておくことが

必要です。 

名張市は、万葉ゆかりの歴史と文化、赤目四十八滝や香落渓など水と緑の自然環境に恵まれたまちです。

これらの財産を守り育て、次代に引き継ぐとともに、名張らしさを生かした個性的で持続可能なまちを創造す

る取組を進めていかなければなりません。また、市内は古いまち並みや農村集落、新しい市街地が分散するな

ど、それぞれ特徴ある地域で構成されており、こうした各地域の特性を生かした個性ある地域づくりを市民が

主役となって行っていくことも大切です。 

わたしたちは、自己決定と自己責任のもと参画し、協働することを基本に、英知と力を結集することで、

魅力的で誇りの持てる「自治のまち」を実現することをめざし、ここに名張市自治基本条例を制定します。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、名張市における自治の基本理念と主権者である市民の権利を明らかにするとともに、市

民、市議会及び市の果たすべき役割や市政運営の仕組みを定めることにより、地方自治の本旨に基づく自

治を実現し、自立した地域社会を創造することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 市民 市内で住む者、働く者若しくは学ぶ者、市内に事業所を置く事業者又は市内で活動する団体

をいう。 

(２) 参画 政策の立案から実施、評価に至る各段階において、市民が主体的に参加し、意思形成に関わ

ることをいう。 

(３) 協働 市民、市議会及び市がそれぞれの果たすべき責任と役割を認識し、相互に協力して行動する

ことをいう。 

（自治の原則） 

第３条 市の自治は、次に掲げることを原則として推進するものとする。 

(１) 人権尊重 国籍や性別、年齢等にかかわらず、市民一人ひとりの人権が保障され、その個性や能力

がまちづくりに生かされること。 

(２) 情報共有 市民、市議会及び市が互いに情報を共有すること。 

(３) 参画及び協働 市民の自主的な市政への参画が保障されるとともに、市民、市議会及び市が協働し

て公共的課題の解決に当たること。 

第２章 市民 

（市民の権利） 

第４条 市民は、市政に関する情報を知る権利及び市政に参画する権利を有する。 

２ 市民は、市が提供する行政サービスを受けることができる。 
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（市民の役割と責務） 

第５条 市民は、自治の主体者であることを自覚し、積極的にまちづくりに参画するよう努めるものとし、参

画に当たっては、自らの発言と行動に責任を持たなければならない。 

２ 市民は、諸活動を行うに当たっては、公共の福祉の増進に努めるとともに、地域の発展と環境の保全に配

慮しなければならない。 

３ 市民は、行政サービスに伴う負担を分任しなければならない。 

第３章 市議会 

（議会の役割、権限等） 

第６条 市議会は、市の意思決定機関であるとともに、市政の運営を監視し、けん制する機能を果たすものと

する。 

２ 市議会は、地方自治法（昭和22年法律第67号）の定めるところにより、条例の制定改廃、予算の決定、決

算の認定等を議決するほか、市政に係る基本的な事項で別に条例で定めるものを議決する。 

（議会の責務） 

第７条 市議会は、市民との情報共有を図り、開かれた議会運営に努めなければならない。 

２ 市議会は、市政を調査し、条例議案を提出するなど政策形成機能の強化とその活用に努めなければならな

い。 

（議員の責務） 

第８条 市議会議員は、市民の信託にこたえ、自己の研さんに努めるとともに、誠実に職務を遂行しなければ

ならない。 

第４章 市長等 

（市長の役割と責務） 

第９条 市長は、市を統轄するとともに、市の事務を管理し、これを執行する。 

２ 市長は、市民の信託にこたえ、公正かつ誠実に市政運営に当たるとともに、毎年度、市政運営の方針を定

め、その達成状況を市民及び市議会に説明しなければならない。 

（職員の役割と責務） 

第10条 市の職員は、全体の奉仕者として、公正、誠実かつ効率的に職務を遂行しなければならない。 

２ 市の職員は、職務に必要な知識、技能等の向上に努めなければならない。 

第５章 情報共有 

（情報共有） 

第11条 市は、市政に関する情報を、広報紙等を通じて積極的に提供するとともに、市民意向の把握など情報

収集を図り、市民との情報共有に努めなければならない。 

（情報公開） 

第12条 市は、市民の知る権利を保障し、公正で開かれた市政を推進するため、別に条例で定めるところによ

り、市政に関する情報を原則として公開しなければならない。 

（個人情報保護） 

第13条 市は、市民の基本的人権を守るため、別に条例で定めるところにより、個人情報の保護を厳正に行う

とともに、自己に係る個人情報の開示、訂正等を請求する市民の権利に対して適切な措置を講じなければ

ならない。 

（説明責任） 

第14条 市は、政策の立案から実施、評価に至るまで、その経過や内容、目標の達成状況等を市民に分かりや

すく説明しなければならない。 

（要望等への対応） 

第15条 市は、市民からの要望、意見、提案等に対して迅速かつ誠実に対応するとともに、その結果を速やか

に回答しなければならない。 

２ 市は、市民から寄せられた苦情について、その内容や原因を調査分析し、業務の改善を行うなど適切な措

置を講じなければならない。 

第６章 市政運営 

（総合計画） 

第16条 市は、総合的な市政運営の指針として、基本構想及びこれに基づく基本計画（以下「総合計画」とい

う。）を市議会の議決を経て定め、計画的な市政運営に努めなければならない。 

（組織） 

第17条 市は、社会情勢に対応する簡素で機能的な組織により市政を運営するとともに、組織を市民に分かり

やすいものにしなければならない。 

（人事政策） 

第18条 市は、職員と組織の能力が最大限に発揮できるよう、有能な職員の任用、効果的な人材育成、適正な

人事評価及び配置に努めなければならない。 



 

 

（法務政策） 

第19条 市は、市民ニーズや地域課題に対応するため、自ら責任をもって法令を解釈し、条例規則等の整備や

体系化を進めるなど積極的な法務行政を推進しなければならない。 

（法令遵守と公益通報） 

第20条 市は、市政を常に適法かつ公正に運営しなければならない。 

２ 市は、市政運営上の違法行為又は公益の損失を防止するため、職員の公益通報に関する仕組みを定めなけ

ればならない。 

（行政手続） 

第21条 市は、行政処分等における公正の確保と透明性の向上を図り、市民の権利利益を保護するため、その

手続に関する基本的な事項を定めなければならない。 

（地域経営の原則） 

第22条 市は、個性豊かで持続可能な地域社会を実現するため、地域資源を最大限活用し、選択と集中を基本

とする戦略的な施策展開を図らなければならない。 

（事務事業の実施等における原則） 

第23条 市は、提供する行政サービスの具体的な内容や水準等をあらかじめ市民に明らかにし、公平、公正で

効率的なサービス提供に努めなければならない。 

２ 市は、実施しようとする事務事業について、最少の経費で最大の効果をあげるよう費用対効果を検証し、

明確な目標を設定して事業推進に努めなければならない。 

３ 市は、事務事業の実施に当たっては、環境負荷の低減に率先して努めなければならない。 

（財政等） 

第24条 市は、総合計画を実現するための財政計画を定め、財源を効果的かつ効率的に活用することで、自主

的、自律的で健全な財政運営に努めなければならない。 

２ 市は、保有する財産の適正な管理及び効果的な活用に努めなければならない。 

３ 市は、財政状況及び財産の保有状況など市の経営状況に関する資料を作成し、市民に分かりやすく公表し

なければならない。 

（行政評価） 

第25条 市は、効果的で効率的な市政運営と総合計画の進行管理を行うため、行政評価を実施し、その結果を

施策の見直し、組織の改善等に速やかに反映しなければならない。 

（監査） 

第26条 監査委員は、市の財務等に係る監査を行うに当たり、事務事業の適法性のほか、有効性及び効率性の

評価を踏まえた監査を行わなければならない。 

（危機管理） 

第27条 市は、市民、関係機関及び他の自治体との協力、連携により、不測の事態に備える総合的かつ機動的

な危機管理の体制の確立に努めなければならない。 

第７章 参画及び協働 

第１節 市政への市民参画 

（政策形成及び実施過程への参画） 

第28条 市は、市民の政策形成及び実施過程への参画を保障するため、市民生活に大きな影響を及ぼす計画の

策定、条例の制定改廃又は施策を実施しようとするときは、市民に情報を提供し、意見を求めなければな

らない。ただし、緊急を要する場合はこの限りでない。 

２ 市民に意見を求めるときは、パブリックコメントやアンケート調査の実施、公聴会の開催など適切な方法

を選択するとともに、原則として提示された意見に回答し、公表しなければならない。 

（評価等への参画） 

第29条 市は、市民の市政に対する監視機能を確保するため、行政評価の結果を市民に分かりやすく公表し、

意見を求めるとともに、財務及び事務事業の執行について市民が考査できる機会を設けなければならない。 

（審議会等） 

第30条 市は、市が設置する審議会等の委員を選任する場合は、中立性の保持に配慮するとともに、原則とし

てその一部を市民から公募しなければならない。 

２ 審議会等の会議及び会議録は、原則として公開しなければならない。 

（住民投票） 

第31条 市長は、市政に係る重要事項について、広く住民の意思を確認する必要があると認めるときは、住民

投票を実施することができる。 

２ 住民投票に付すことができる事項、投票者の資格要件その他住民投票の発議及び請求並びに実施に関して

必要な事項は、次条に定めるもののほか、別に条例で定める。 

３ 市民、市議会及び市長は、住民投票の結果を尊重しなければならない。 

（住民投票の発議及び請求） 



 

 

第32条 永住外国人を含む18歳以上の住民は、市政に係る重要事項について、その総数の50分の１以上の者の

連署をもって、市長に住民投票を請求することができる。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、意見を付けてこれを市議会に付議しなければならない。 

３ 市議会議員は、市政に係る重要事項について、議員定数の12分の１以上の賛成（発議者を含む。）を得て、

住民投票の実施について発議することができる。 

４ 市長は、前２項の場合において、市議会が出席議員の過半数の賛成により議決したときは、住民投票を実

施しなければならない。 

５ 市長は、第１項の請求に係る署名者数が永住外国人を含む18歳以上の住民総数の４分の１を超えたときは、

第２項の規定によることなく、住民投票を実施しなければならない。 

第２節 コミュニティと市民公益活動 

（コミュニティ活動） 

第33条 市民は、地域のなかで安心して暮らし続けることができるよう、自主的に区、自治会等の基礎的なコ

ミュニティの活動に参加し、交流しながら、相互に助け合うとともに、地域課題の解決に向けて協力して

行動するものとする。 

２ 市は、区、自治会等の果たす役割を尊重し、その活動を振興するために必要な施策を講じなければならな

い。 

（地域づくり） 

第34条 市民は、個性的で心豊かな地域をつくるため、一定のまとまりのある地域においてコミュニティ活動

を行う組織として、別に条例で定めるところにより、地域づくり組織を設置することができる。 

２ 地域づくり組織は、当該地域の市民に開かれたものとし、市及びその他の組織と連携しながら地域づくり

を行うものとする。 

３ 市は、地域づくりの活動に対して必要な支援を行うことができる。 

４ 市は、各種計画の策定や政策形成に当たっては、地域づくり組織の自主性及び自立性に配慮するとともに、

その意思を可能な限り反映しなければならない。 

５ 市は、地域づくり組織の意向により、事務事業の一部を当該組織に委ねることができる。この場合におい

て、市は、その実施に係る経費等について必要な措置を講じなければならない。 

（市民公益活動） 

第35条 市は、自発的かつ自主的に行われる非営利の活動で、不特定かつ多数の利益の増進に寄与することを

目的とする市民公益活動を尊重するとともに、別に条例で定めるところにより、その活動を促進するため

の適切な措置を講じなければならない。 

第３節 協働のまちづくり 

第36条 市民（コミュニティ活動や市民公益活動を行う団体を含む。以下この条において「多様な主体」とい

う。）及び市議会並びに市は、それぞれの特性を理解し、互いに尊重し合い、協働してまちづくりに取り

組むものとする。 

２ 市は、公共的課題の解決や公共的サービスの提供等について、多様な主体がその担い手となれるよう、適

切な措置を講じなければならない。 

３ 市は、協働のまちづくりを進めるに当たり、多様な主体が情報や意見を交換し、相互調整や民主的な意思

形成が図られるよう、開かれた場と機会の創設に努めなければならない。 

第８章 最高規範性 

第37条 この条例は、名張市の自治の推進における最高規範であり、市は、他の条例等の制定改廃に当たって

は、この条例を尊重し、整合を図らなければならない。 

第９章 国、三重県及び他の地方自治体との関係 

（国及び三重県との関係） 

第38条 市は、国及び三重県と対等の立場にたち、自治の発展のため、協力して適切な関係の構築に努めるも

のとする。 

（他の自治体との関係） 

第39条 市は、共通する地域課題の解決や効果的で効率的な行政運営のための広域事務処理、大規模災害時の

相互応援など、他の自治体と積極的に協力連携するものとする。 

第10章 補則 

第40条 この条例の施行に関し必要な事項は、別に定める。 



 

 

○名張市地域づくり組織条例 

平成21年３月31日条例第３号 

名張市地域づくり組織条例 

（目的） 

第１条 この条例は、名張市自治基本条例（平成17年条例第13号）第34条第１項に基づき包括的な地域づくり

組織の設置及び事業の実施並びにゆめづくり地域交付金の交付に関する事項を定め、名張市における都市

内分権の推進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 基礎的コミュニティ 区、自治会等をいう。 

(２) 地域づくり組織 一定のまとまりのある地域の住民により設置された一地域にひとつの包括的な自

治組織をいう。 

(３) コミュニティビジネス 地域の課題を事業性及び収益性のある継続的な活動により解決するため、

地域が有する人材、知識、情報、施設などの資源を活用し、地域における起業及び雇用の創出並びに働

きがい及び生きがいを生み出し、地域の活性化に寄与する事業をいう。 

（基本理念） 

第３条 地域づくり活動は、基礎的コミュニティ、地域づくり組織及び市が、それぞれの活動を尊重し、互い

に協働し、及び連携し、住民主体のまちづくりを推進することにより、住民自治を確立するために行う。 

（基礎的コミュニティ） 

第４条 基礎的コミュニティの区域は、町（地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条に規定する町をいう。）

の区域又は住民にとって客観的に明らかなものとして定められている区域とする。 

２ 住民は、自主的に基礎的コミュニティの活動に参加し、交流しながら相互に助け合うよう努めるものとす

る。 

３ 基礎的コミュニティは、その代表者を選出したときは、規則で定めるところにより、市長に届け出るもの

とする。 

（地域づくり組織） 

第５条 地域づくり組織の区域は、別に規則で定める。 

２ 地域づくり組織は、次に掲げる要件のいずれにも該当する団体とする。 

(１) 名称、事務所の所在地、代表者の選出方法、総会の方法、監査その他地域づくり組織を民主的に運

営するために必要な事項が、規約に定められていること。 

(２) 地域づくり組織の代表者及び役員が、その構成員の意思に基づいて選出されていること。 

(３) 基礎的コミュニティの代表者が、地域づくり組織の運営に参画していること。 

３ 地域づくり組織を設立し、及びその代表者を選出したときは、規則で定めるところにより、市長に届け出

るものとする。その届け出た事項を変更しようとするときも、同様とする。 

（地域づくり組織の構成員） 

第６条 地域づくり組織は、次の者を構成員とする。 

(１) その地域に居住する者 

(２) その地域で事業を行う個人又は法人、通学者、通勤者及びその地域で活動する各種団体で、当該地

域づくり組織が認めた者 

（地域づくり組織の事業） 

第７条 地域づくり組織は、まちづくりの推進のため次の事業を行う。 

(１) 自主防犯及び自主防災に関すること。 

(２) 人権尊重、健康及び福祉の増進に関すること。 

(３) 環境及び景観の保全に関すること。 

(４) 高齢者の生きがいづくりに関すること。 

(５) 子どもの健全育成に関すること。 

(６) 地域文化の継承及び創出に関すること。 

(７) コミュニティビジネス等地域経営に関すること。 

(８) 地域課題の解決、地域振興及び住民交流に関すること。 

(９) 前各号に掲げるもののほか、地域のまちづくりに関し、特に必要があると地域づくり組織が認める

こと。 

（活動の制限） 

第８条 地域づくり組織は、次に掲げる活動をしてはならない。 

(１) 宗教の教義を広め、儀式を行い、又は信者を教化育成する活動 

(２) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対する活動 

(３) 特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職をいう。以下同じ。）の候



 

 

補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又は

これらに反対する活動 

（地域ビジョン） 

第９条 地域づくり組織は、地域ごとの地理的な特性、自然、産業、歴史及び文化等の地域資源を活用し、地

域の課題を解決するための理念、基本方針及び地域の将来像をとりまとめた計画（以下「地域ビジョン」

という。）の策定に努めるものとする。 

２ 市は、地域ビジョンを尊重し、各種計画の策定又は施策に反映させるよう努めるものとする。 

（法人化） 

第10条 地域づくり組織は、法律上の責任の所在を明確にし、継続した活動の基盤を確立するため、その地域

づくり組織を法人化するよう努めるものとする。 

（協力及び助言） 

第11条 市は、地域づくり組織の円滑な運営を促進するため、地域づくり組織の活動及びその活動により生じ

た事故又は住民間の紛争の解決等について協力し、助言することができる。 

（地域づくり代表者会議） 

第12条 地域づくり組織相互の連携を図るため、地域づくり組織の代表者で構成する地域づくり代表者会議を

設置する。 

（ゆめづくり地域交付金の交付） 

第13条 市長は、地域づくり組織の活動支援として、地域づくり組織にゆめづくり地域交付金（以下「交付金」

という。）を交付する。 

（交付金の額） 

第14条 交付金の額は、予算の範囲内とし、交付金の交付申請及び交付に係る手続きは、別に規則で定める。 

（実績報告） 

第15条 地域づくり組織は、毎年５月末日までに前年度の事業実績を市長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による事業実績報告には、前年度の決算報告書及び決算監査報告書を添付しなければならない。 

（情報公開等） 

第16条 地域づくり組織は、前条の事業実績報告及び活動に関するすべての書類を事務所に備え付けることと

し、積極的に情報公開に努めるものとする。 

（委任） 

第17条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 



 

 

○名張市市民公益活動促進条例 

平成17年６月27日条例第14号 

名張市市民公益活動促進条例 

わたしたちは、歴史、文化、自然環境など名張市の地域資源を生かした個性豊かなまちづくり、そして、

生涯にわたって安心して暮らせるまちの実現に大きな希望と夢を抱いています。 

今、地方分権の推進、人々の価値観や生活様式の多様化など、わたしたちを取り巻く状況が大きく変化す

るなかで、次々と生まれてくる課題に市民自らが自発的、主体的に取り組もうとする活動が活発になっていま

す。 

新しい時代に対応できる地域社会をつくるためには、自立と公益の意識のもとに市民や事業者など多様な

主体が社会の担い手として積極的に参加し、役割と責任の自覚のもとにまちづくりに取り組むことが大切です。 

市民公益活動は、人と人とのつながりや培ってきた経験と知識を社会に生かす場となり、市民の力を多彩

な分野で発揮することで、魅力と活力にあふれた地域社会を築いていく原動力になるものです。 

わたしたちは、市民公益活動の意義を認め合い、相互の信頼のもとにその活動を促進することにより、誇

りの持てる「自治のまち」を実現するため、ここに名張市市民公益活動促進条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、市民公益活動の促進に関する基本理念を定め、市民、市民公益活動団体、事業者及び市

の役割を明らかにするとともに、基本的な施策を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 市民 市内で住む者、働く者又は学ぶ者をいう。 

(２) 事業者 営利を目的とする事業を行う個人又は法人をいう。 

(３) 市民公益活動 市民が自発的かつ自主的に行う不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与すること

を目的とする活動をいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

ア 営利又は特定の個人等の利益を追求することを目的とする活動 

イ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とする活動 

ウ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする活動 

エ 特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職をいう。以下同じ。）の候

補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又

はこれらに反対することを目的とする活動 

オ 公益を害するおそれのある活動 

(４) 市民公益活動団体 市民公益活動を主な目的に継続して活動を行う団体をいう。 

(５) 協働 市民、市民公益活動団体、事業者及び市が、それぞれの果たすべき役割と責任を認識し、相

互に協力して行動することをいう。 

（基本理念） 

第３条 市民、市民公益活動団体、事業者及び市は、市民公益活動が個性豊かで魅力と活力にあふれた地域社

会の実現に重要な役割を果たすことを深く認識するとともに、それぞれの特性を理解し、互いに尊重し合

い、対等な関係のもとに協働して地域社会の発展に努めるものとする。 

２ 市民公益活動の促進に当たっては、自主性及び自立性を尊重するとともに、透明性の確保を基本とし、互

いに情報の公開及び共有に努めるものとする。 

（市民の役割） 

第４条 市民は、基本理念に基づき、市民公益活動に関する理解を深めるとともに、自発的に参加し、その活

動の促進及び発展に努めるものとする。 

（市民公益活動団体の役割） 

第５条 市民公益活動団体は、基本理念に基づき、地域社会の一員として、社会的責任を自覚し、その活動が

広く市民から理解されるよう努めるものとする。 

２ 市民公益活動団体は、開かれた活動を通じて市民の参加を促進するとともに、他の市民公益活動を行うも

の、コミュニテイ活動のための組織その他の団体及び市と連携して市民公益活動の促進に努めるものとす

る。 

（事業者の役割） 

第６条 事業者は、基本理念に基づき、地域社会の一員であることを認識し、市民公益活動に関する理解を深

め、自発的にその活動の促進及び発展に協力するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、他の市民公益活動を行うもの、コミュニティ活動のための組織その他の団体及び市と連携して

市民公益活動の促進に努めるものとする。 

（市の役割） 

第７条 市は、基本理念に基づき、市民公益活動の促進のための施策及び推進体制の整備に取り組まなければ

ならない。 



 

 

２ 市が施策を行うに当たっては、その内容及び手続を、公平かつ公正で透明性の高いものにしなければなら

ない。 

（市の施策） 

第８条 市は、市民公益活動を促進するため、市民、市民公益活動団体及び事業者と協力し、次に掲げる施策

に取り組むものとする。 

(１) 活動場所の提供並びに情報の収集及び提供並びに人材育成に関する環境及び基盤づくり 

(２) 市民公益活動に参加することができる機会づくり及び公共的サービスを担う主体としての参入の機

会づくり 

(３) 市民、市民公益活動団体、事業者及び市の連携及び協働並びに財政的な仕組みづくり 

(４) 前３号に掲げるもののほか、施策として必要な事項 

（市民公益活動促進委員会） 

第９条 市民公益活動の促進に関して必要な事項を調査審議するため、名張市市民公益活動促進委員会（以下

「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、市民公益活動の促進に関し必要な事項について、市長に意見を述べることができる。 

３ 委員会は、委員12人以内をもって組織する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 市民 

(２) 市民公益活動団体関係者 

(３) 事業者 

(４) 学識経験者 

(５) 市の職員 

(６) その他市長が適当と認める者 

５ 委員の任期は、２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

（補則） 

第10条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 


